
 

 

 今回から「相続手続に欠かせない公的機関等への照会」をシリーズで解説しています。今回は、生命保険契約の照会制

度について解説します。 

1. 照会制度の概要 

令和3年7月1日から、一般社団法人生命保険協会は、高齢者が独居のまま亡くなられる事案や、認知症患者の増加

等に対応するため、「生命保険契約照会制度」の運用が開始されました。 

この制度は、平時の死亡、認知判断能力の低下、又は災害時の死亡若しくは行方不明によって生命保険契約に関する手

掛かりを失い、保険金等の請求を行うことが困難な場合等（本制度では、この状態に該当している方を「照会対象者」と

いいます。）において、生命保険契約等の有無の照会を行うことができます。 

生命保険会社（我が国で営業する生命保険会社全42社）が照会を受け付けた日現在有効に継続している個人保険契約

等(※)の契約者及び被保険者の名寄せを行い、照会対象者にかかる保険契約等の有無について調査を行います。 

(※)ただし、財形保険契約及び財形年金保険契約、支払いが開始した年金保険契約、保険金等が据え置きとなっている保険契約は対象から除き

ます。 

照会者は、照会対象者が死亡している場合には、照会対象者の法定相続人や遺言執行者などとされています。代理人も

照会することができますが、生命保険照会制度利用規約によると、弁護士、司法書士その他照会するにふさわしいと本会

が認めた者とされています。 

生命保険会社による調査結果（保険契約等の有無）は、生命保険協会にて取りまとめた上、一般社団法人生命保険協会

から照会者あてに回答されます。照会から回答まで 2週間程度の時間を要するとされています。 

なお、平時においては、利用料3,000円（税込）の支払が必要とされています。 

 
（出典：一般社団法人生命保険協会 ホームページ） 

2. 照会結果の回答書見本 

 
 

                                  （文責：山本和義） 

令和5年5月15日 

No.278 

             相続手続に欠かせない公的機関等への照会  ～生命保険契約の照会～  その2 

「生命保険契約照会制度」は、

保険金等の請求を行うことが

可能であると判断される者に

対して、適宜請求の勧奨を行う

こと、また保険金等の確実な支

払を確保することを目的とし

ています（利用規約1）。 

 そのため、既に保険金支払済

みの場合には、請求の勧奨等が

発生しない（遺族にとって手続

が必要となる契約がないこと

になる）ため、契約は「無」と

して回答されます。 

 


